




休眠預金活用事業 事業計画書 【2024年度通常枠】 ※採択された後の資金提供契約書別紙１の対象は、事業計画書の冒頭から「Ⅱ．事業概要」までとします。

基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

－ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
③ 社会課題の解決を担う若者の能力開発支援
⑨ その他

－ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
④ 働くことが困難な人への支援
⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
⑥女性の経済的自立への支援
⑨ その他

○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動
○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

⑨ その他

事業の種類4

領域／分野

その他の解決すべき社会の課題

事業の種類2
事業の種類3

事業の種類1 ②ソーシャルビジネス形成支援事業
一般社団法人創造遺産機構（HERITA） コンソーシアムの有無 なし

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） 空き家を面的に活用した生業創出による地域再生

事業名（副）
団体名

必須

任意

申請時入力不要



SDGsとの関連

Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 150/200字

(2)団体の概要・活動・業務 170/200字

古民家等の歴史的建築物（空き家となった建物も含む）を日本の「文化遺産」と捉え、文化遺産の文化的意義を顕在化させ、文化遺産の活用と創造に取り組み、地域再生につなげることを目
的とする。これらを実現させるために、調査し、研究し、模索し、事業展開することで、その理念と事業手法を日本社会に埋め込んでいく。

【主な業務内容】
・古民家等の歴史的建築物（空き家となった建物も含む）の保存・活用（調査、計画、設計監理）
・空き家を面的に活用したまちづくりに係る伴走支援

【主な取引先】
行政：文化庁、観光庁、地方公共団体（主に政策・移住定住・産業振興・観光・文化財等の部署）
民間：DMO、まちづくり団体、文化芸術関係者（団体・個人）、民間事業者 等

_11.住み続けられるまちづく
りを

11.4   世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を
強化する。

地域に残された文化財建造物（古民家等の未指定文化財〜指定文化財）を中心に空き家の活用を実施
している。また、事業展開にあたっては地域の食文化、伝統工芸を積極的に取り入れている。その土
地の自然、歴史文化や産品に根ざした暮らしと生業を創出している。

_12.つくる責任つかう責任 12.b   雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる持
続可能な観光業に対して持続可能な開発がもたらす影響を
測定する手法を開発・導入する。

持続可能な開発についてのロジックモデルとアウトプット指標を設定している。アウトカム指標（人
口増減・雇用・地価への波及効果、地域経済循環指数、関係人口数、文化熱量指数、景観絶対価値
等）の測定手法を独自に開発している。

ゴール ターゲット 関連性の説明
_8.働きがいも経済成長も 8.9   2030年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販促

につながる持続可能な観光業を促進するための政策を立案
し実施する。

過疎化が進行する地域（集落、城下町等）の空き家を面的に再生活用して、分散型ホテル（一棟貸し
の宿、カフェ、レストラン、工房、ギャラリー等）を開発している。多様なプレイヤーの移住定住と
創業、雇用の創出につながり、内発型産業のエコシステムが生成している。地域課題（人口減少、少
子化、耕作放棄地の増加、里山の荒廃等）の解決につなげている。



Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

506/600字

最終受益者 本事業における中間受益者とは、ビークル（実行団体）により改修された
物件を活用して、事業を営む事業者となる。改修物件で事業を営む事業者
（中間受益者）は、地域外から移住して事業を営む、地域内の事業者が事業
を営む、さらに、ビークルが自らで事業を営む場合も想定される。最終受益
者は地域住民、移住者、事業者など地域のステークホルダー全般であり、こ
れらの取り組みに価値を感じ、惹きつけられて訪れる来訪者、観光客も最終
受益者に含まれる。

(人数) 本事業の助成金により、各対象グループで2件程度の空き家を改修
することを想定する。活用物件においては、事業者（中間受益者）が
2名～10名程度の従業員数で事業を展開することが想定される。ま
た、最終受益者は地域の住民、移住者、事業者、来訪者、観光客等
であり、地域によって幅があると考えられるが、数万人〜数百万人
規模になる。

本事業は、限界集落・過疎集落などの人口減少・少子高齢化が進む地域において、残された空き家を面的に活用して、そこに暮らしと生業を再生する取組を伴
走支援する。支援対象は、空き家活用を実践する「まちづくりビークル」（文化的な開発事業者）となる。
・地域住民とともにエリアの将来像を描き、共有する
・地域に根差した事業コンセプトを設定する
・空き家を調査し、活用候補物件を選定する
・建物調査を実施し、活用プラン（平面図・概算額）を作成する
・資金調達を行ない、物件を取得し、改修する
・上と並行して、地域に根差した適切な事業者をマッチングし、事業者による事業運営が始まる

【特徴】
・ビークルの自走を実現するためには収益性の確保は必要であることから、伴走支援を通じて経営計画の策定を支援している。
・全国で事業化の成功事例はある一方、初動期の資金不足で立ち上げが困難な地域が多数存在している。
・また、地域活性化のためには必要だが収益性の低い案件は実施できないのが実情となっている。

※地域活動の拠点施設・交流施設、職人育成のための滞在施設、アートギャラリー、伝統工芸の工房、アーティスト・イン・レジデンスなど

本事業における、不動産（土地・建物）購入の有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新
築含む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は
認められます。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし

直接的対象グループ 空き家を面的に活用して「まちづくり」を行なう地域に根ざした「まちづ
くりビークル」（文化的な開発事業者）を対象とする。また、ビークル組成
を構想している個人・団体も対象とする。ただし、法人格がある団体を対象
とする（法人形態は問わない）。

(人数) 対象グループは4件程度を想定。各グループは３〜５名程度の構成
員で活動すると想定され、対象者数は合計で16名程度になる。

実施時期

(開始) 2025/4/1 2028/3/31 対象地域

全国
国外活動の有無 － 資金提供契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 750/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 190/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 91/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 139/200字

・2016年9月の「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスクフォース」設置以降、旅館業法、建築基準法、文化財保護法が順次改正されており、事業環境は整ってきている。
・観光庁、文化庁、農水省、総務省などによる助成制度も一定程度充実してきている。
・一般に、地域金融機関は無理解、無関心であり、投融資を受けにくいのが実情である（特に実績のなり初動期）。
・事業評価手法は未整備である。

事業初期の立ち上げや地域に必要な施設の整備について、補助金の取得、ファンド組成、収益性の高い案件との組み合わせ等の伴走支援を実施しているが、必ずしも事業化に至らないのが実
態である。

地域課題の解決や地域活性化等には、空き家を面的に活用するビークルの存在が不可欠である。初動期の資金不足を解決できれば、ビークル設立のハードルを引き下げることができる。ま
た、収益性は低いが地域に必要な施設の導入につながり、総合的でバランスの良いまちづくりを展開することができる。

【背景】
近年、地域において人口減少・少子高齢化が急速に進んでおり、空き家が増加している。特に、限界集落・過疎集落などの空き家となった古民家は、放置されて荒廃し、倒壊あるいは取り壊

されるケースが後を絶たない。このような状況は地域の景観や町並みに影響を及ぼし、ひいては地域の存続が危ぶまれている。
そのような背景の中、兵庫県丹波篠山市において、2009年の古民家の宿「集落丸山」、2015年の国家戦略特区事業「篠山城下町ホテル」の開業により、空き家となった古民家の面的活用に

よる地域再生の実現が示された。これらをモデルケースとし、内閣官房による「歴史的資源を活用した観光まちづくり」政策が形成され、全国において空き家・空き店舗となった古民家等の歴
史的建築物を観光活用する取組が広がっている。
※これらの手法は弊社理事の⾦野と才本が丹波篠⼭で実践したもので、その後、内閣官房に専⾨家として招聘され、政策形成や法改正に⾄ったものである。また、⾦野と才本は「歴史的資源を
活⽤した観光まちづくり専⾨家会議」の専⾨家として現在も活動を続けている。

【課題】
弊社では、同政策を導入したい地域に対して、全国各地で事業化の伴走支援を実施している。事業化につながった成功事例は多数存在するが、初動期において事業資金が確保できず、事業の

立ち上げが困難なケースも多い。また、事業化のためには収益性の高い宿泊施設や飲食施設としての活用が中心となり、事業展開のために必要な拠点施設や交流施設、まちづくり人材や職人の
ための滞在施設、アートギャラリー、伝統工芸の工房、アーティスト・イン・レジデンスなど収益性が低い案件は断念せざるを得ない実態がある。腐朽が進行した物件等で改修費が高額とな
り、活用を断念するケースもある。



Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

(2)-1 短期アウトカム（資金支援）※資金分配団体入100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

【環境価値】
改修物件で事業が開始されることで、空き家活用が促進
される。また、事業に伴い耕作放棄地の再利用や里山・
山林の整備等も進む。さらに、物件改修により、景観ポ
イントが上昇する。

1.空き家の活用物件数
2.環境課題が解決された整備面積
3.改修後の景観ポイント

1. 0
2. 0
3. 改修前の景観ポイント

1. 4以上（各ビークル1件以上）
2. 類似施設に係る整備面積／事
業者の目標整備面積
3.+40以上（各ビークル+10点
以上）
2028年2月末まで

【経済価値】
改修物件で事業が開始されることで、運営に係る雇用が
創出される。また、興味を持った人々が来訪して消費活
動を行い、事業を通じて地域経済が活性化し、持続的に
循環する仕組みが生まれる。

1.改修後の事業への消費額
2.改修後の運営に係る雇用数
3.改修後の事業の地域経済循環

1. 0
2. 0
3. 0

1. 類似施設の消費額／事業者の
目標消費額
2. 4以上（各事業者1名以上）／
事業者の目標雇用数
3. 類似施設の地域経済循環／事
業者の目標地域経済循環
2028年2月末まで

【社会価値】
改修物件で事業が開始されることで、興味を持った人々
が来訪し、そして交流が深まることで関係人口が増加を
する。さらに魅力を感じた人が移住をする（運営に係る
移住者も含む）。

1.改修後の事業への来訪者数
2.改修後の事業に係る関係人口
3.改修後の事業に係る移住者数

1. 0
2. 0
3. 0

1. 類似施設の来訪者数／事業者
の目標来訪者数
2. 類似施設の関係人口数／事業
者の目標関係人口数
3. 4以上（各事業者1名以上）／
事業者の目標移住者数
2028年2月末まで

【中期アウトカム】3~5年後
〇資金的支援 ※短期アウトカム（事業終了時）の指標からの差分を定量的に評価する。なお、必要に応じて定性的に評価する。

・社会価値（移住者・来訪者・関係人口）
・経済価値（消費額・雇用数・地域経済循環）
・環境価値（空き家活用数・環境整備面積・景観ポイント）

〇非資金的支援 ※定性及び定量的に評価する。
・実行団体の機能強化
・評価手法の確立
・制度改正

【長期アウトカム】10~15年後
〇資金的支援 ※地域全体への波及効果を定量的に評価する。なお、必要に応じて定性的に評価する。

・社会価値（人口・文化熱量）
・経済価値（所得・地価）
・環境価値（OECM面積・景観絶対価値）

〇非資金的支援 ※定性及び定量的に評価する。
・実行団体の自走
・社会的・経済的インパクト
・新たな制度の普及

kyoury
モニタリング



(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援）※資金分配団100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

102/200字

116/200字

144/200字

127/200字

（事業計画検討）
選定した活用候補物件について、地域に必要かつ適切な機能や物件に息づく歴史文化を踏まえたうえで、用途を検討し、活用方法を決定し、活用プラン（図面、概算費用）を作成する。
また、収支計画を作成し、それらをまとめた事業計画を策定する。
【アウトプット】事業計画策定 定性的評価

2025年10月～2026年3月

（資金調達）
事業計画にもとづき、自己負担分の資金調達方法（銀行融資、まちづくりファンド、クラウドファンディング、寄付等）を検討し、決定した方法に応じて、事業説明、協議、見直し等を
実施し、資金調達を行なう。
【アウトプット】資金調達額 事業に必要な金額

2025年10月～2026年3月

(3)-1 活動：資金支援 ※資金分配団体入力項目 時期
（将来展望・事業コンセプト）
ビークルは地域住民とともに地域の将来像を描き、地域において共有する。また、地域に根差した事業コンセプトを設定する。
【アウトプット】将来像の共有、コンセプト設定 定性的評価

2025年6~7月

（空き家調査）
地域に残された空き家を調査し、活用用途を想定しながら、所有者の意向、建築年代、建物構造、老朽度等も踏まえ、優先順位をつけたうえで、活用候補物件を選定する。
【アウトプット】空き家活用数 4以上（各ビークル1件以上）

2025年8~9月

日本全体の社会課題や本事業によって得られた課題の解
決に向けて、国等に対して、新たな政策提言、既存の施
策見直し等を行ない、制度設計が行われる。

制度設計 既存制度 制度設計が行われること
2028年2月末まで

事業評価に係る評価指標及び測定手法（以下「評価手法
という。」）について、理論の精緻化、先進地域での実
証等を進め、評価手法の改善を行なう。

評価手法の改善 改善前の評価手法 評価手法が改善されること
2028年2月末まで

事業計画、収支計画の見直し等により、資金調達（銀行
融資、まちづくりファンド、クラウドファンディング、
寄付等）を支援し、事業に必要な金額が確保される。

資金調達額 0 事業に必要な金額
2028年2月末まで

モニタリング
ビークルの自律的運営に必要なまちづくり人材を探索
し、その人材が組織に加入することにより、組織体制を
強化し、法人会員数が増える（必要に応じて、新たに
ビークルを組成する）。

法人会員数 加入前の法人会員数 4以上（各ビークル1名以上）
2028年2月末まで



126/200字

72/200字

102/200字

109/200字

99/200字

67/200字

78/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

198/200字

186/200字

広報戦略

弊社および構成員は、従来から、各種セミナーや講座で登壇し、空き家を面的に活用したまちづくりについて、社会的意義、事業手法などを広
報し、これまで蓄積したノウハウを提供してきた。また、弊社は国からの業務を受託していること、国の審議会、委員会等の委員を務めている者
も複数いることから、直接的に政策関係者に向けた意見具申を行なっている。

本事業の成果についても、直接的で効果的な広報を進めていきたい。

連携・対話戦略

弊社は、多方面の現場経験を有する専門家（学識者・技術者も含む）によって構成する法人である。実行団体への支援においては、一般的な助
言に留まらず、実行団体に不足している要素を補いながら、事業立ち上げから事業化、さらに自走までを伴走支援する。

また、JANPIA、実行団体と進捗状況や課題を定期的に共有し、具体的な方策などを協議することで、本事業が求める成果を達成していく。

（事業評価）
事業評価手法について、理論の精緻化、先進地域での実証を進める。
【アウトプット】評価手法の導入 有無 及び 定性的評価

2025年6月～2028年2月

（政策提言）
本事業によって得られた知見をもとに、国等に対して、新たな政策提言、既存の施策見直し等を行なう。
【アウトプット】提言 有無 及び 定性的評価

2025年6月～2028年2月

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
（ビークルの組成／人材発掘）
ビークルの自律的運営に必要なまちづくり人材を探索し、その人材が組織に加入する（必要に応じて、新たにビークルを組成する）。
【アウトプット】法人の設立／法人への加入 有無 及び 定性的評価

2025年6月～2028年2月

（資金調達のサポート）
事業計画、収支計画の見直し等により、資金調達（銀行融資、まちづくりファンド、クラウドファンディング、寄付等）を支援する。
【アウトプット】資金の確保 有無 及び 定性的評価

2025年6月～2028年2月

（物件取得）
活用候補物件について、調達した資金で物件を取得する、または賃貸借する。
【アウトプット】活用物件数 4以上（各ビークル1件以上）

2025年10月～2026年3月

（物件改修）
事業計画にもとづき、物件改修を行う。ビークルからマッチングした事業者へは転貸借（サブリース）を想定する。事業者の運営が開始される。
【アウトプット】物件改修数 4以上（各ビークル1件以上）

2026年4月～2028年2月

（事業者マッチング）
改修物件にて運営を行う事業者を探索し、適切にマッチングする（ビークルによる自社運営も想定）。地域に根差した事業で、かつ、まちづくりの視点をもった事業者をマッチングす
る。
【アウトプット】マッチング数 4以上（各ビークル1件以上）

2025年10月～2026年3月



Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

391/400字

194/400字

Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 413/800字

資金分配団体

弊社および弊社構成員は、これまでもの行政や民間事業者から支援の要請を受け、上記の社会課題を持つ地域の伴走支援（本事業においては
「非資金的支援」に該当する）を行なってきた。今後も伴走支援を継続していくが、伴走先の資金調達手法の一つとして継続的に休眠預金が活用
できるのであれば、支援活動を大幅に拡張することができる。
また、弊社および弊社構成員は、社会課題解決に向けた新たな政策提言、既存の制度見直しの提言等を積極的に行なっている。本事業から得られ
た知見をもとに、行政または金融機関等への提言を行ない、事業環境の整備を進めていくこととしている。
※内閣官房「歴史的資源を活用した観光まちづくり」政策は弊社理事の金野・才本が参画して政策形成されたものである。
※このほか、弊社理事には、登録有形文化財制度とヘリテージマネージャー制度の創設、文化財保護法の改正等を主導してきた実績がある。

実行団体

本事業では、①新たに事業化に取り組もうとする団体、②収益性は低いが地域に必要な施設を整備したい団体を公募する。
①本事業の支援によって立ち上げが叶った団体については、本事業期間終了後も、自走できる体制が整うまで弊社が伴走支援を継続する。
②社会的価値の高い施設が整備できたことによる社会経済的価値を実行団体と弊社が連携して評価し、今後の実行団体の事業展開や弊社の伴走支
援に生かしていく。

弊社において、中間支援組織としての資金助成の実績はない。ただし、以下のとおり、助成事業への申請実績と採択実績を有している。
・重要文化財（建造物・美術工芸品）修理，防災，公開活用事業（文化庁）
・文化観光充実のため国指定等文化財磨き上げ事業（文化庁）
・重要伝統的建造物群保存地区保存等事業（文化庁）
・歴史的資源を活用した観光まちづくり事業（観光庁）

また、理事の佐圓については前職で行政経験（丹波篠山市から文化庁への派遣）があるため、助成事業の実績は有している。助成事業の一連の事務処理（募集案内作成、補助金募集、事務局
審査、有識者審査、補助金採択、交付申請、交付決定、変更申請、変更決定、精算）の経験と知識を有する。実績は以下のとおりである。
・地域文化財総合活用推進事業（文化庁） ※単年度で40件程度
・観光拠点整備事業（文化庁） ※単年度で40件程度
・文化遺産観光拠点充実事業（文化庁） ※単年度で10件程度



(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 546/800字

Ⅷ.実行団体の募集

157/200字

184/200字

166/200字

(4)案件発掘の工夫

Webサイトで全国公募を行う。加えて、弊社および構成員が登壇する各種セミナーや講座の場を活用し、積極的な広報を行なう。これまで相談があった案件
（10件程度）や新規事業を展開する計画がある既存ビークル（10件程度）などに情報提供をし、JANPIAの公募・審査要領にもとづいて、厳正な審査のもと、本事
業に適切な実行団体の選定を行なう。

(1)採択予定実行団体数 4

(2)実行団体のイメージ

空き家を面的に活用してまちづくりを行なう「まちづくりビークル」（文化的な開発事業者）を対象とする（事業構想段階で活動実績がないスタートアップの団
体を含む）。特に、今までは事業化が困難であった、社会性が高い一方で収益性が低い案件に取り組む団体を対象とする。なお、法人形態は問わないが、法人格
がある団体を対象とする。

(3)1実行団体当り助成金額

１実行団体あたり、平均で42百万円。内訳は、実行団体の助成に充当される費用が40百万円、評価関連費用の実行団体分が2百万円である。
４団体へ支援する想定であり、合計の助成額は（40百万円＋2百万円）×4＝168百万円である。全国公募により、選定を行なうため、実行団体の事業内容によっ
て助成金額の差が出ることが想定される。そのため、選定件数、助成金額は差異は生まれる。

（調査事業の実績）
・令和５年度文化芸術の自律的運営促進事業（１）自律的運営支援にかかる事業全体の調整・設計業務（2023年度、きづきアーキテクト株式会社[文化庁事業]）
・令和５年度将来にわたって旅行者を惹きつける地域・日本の新たなレガシー形成事業「世界遺産富岡製糸場を核とした新たなレガシー形成事業」（2023年度、関東運輸局）

（伴走支援の実績）
・令和５年度文化芸術の自律的運営促進事業（２）伝統的建造物群保存地区・史跡、建築・景観に対する伴走型支援業務（2023年度、文化庁）

対象地域：萩・浜崎（山口県萩市）、黒島（⽯川県輪島市）、斎宮（三重県明和町）、九年庵（佐賀県神埼市）、林家住宅（岡山県美作市）、篠山・福住（兵庫県丹波篠山市）、越前和紙の
里（福井県越前市）、備前福岡（岡山県瀬⼾内市）

（その他の支援実績）
今⾥家（市指定（国指定予定）、⼋⼥市）、御花（国指定、柳川市）、⼆階堂家（国指定、肝付村）、堀家（国指定、たつの市）、旧⼯芸館（国指定、千代⽥区）、旧公園資料館（都指定、千
代⽥区） 等

※設立間もない法人であるため、法人としての実績は少ないが、個々の構成員は、歴史的建築物の保存・活用、また、それらの面的活用によるまちづくりに関して多数の実績を有している。



Ⅸ.事業実施体制
111/200字

名

名
163/200字

(3)ガバナンス・
コンプライアンス体制

本事業における不正行為、利益相反その他組織運営上のリスクを管理するため、ガバナンス・コンプライアンス体制を整備する。具体的にはガバナンス・コン
プライアンス体制に関する規程類等を（不足している場合は整備したうえで）弊社サイトで一般に公表するとともに、本事業に係る弊社構成員について、当該規程
等を遵守する旨の誓約書を提出させる。

(4)コンソーシアム利用有無 なし

名

新規採用人数
(予定も含む)

既存PO人数 4 予定あり(詳細は右記のとおり)
各人の業務全体に占める本業務の比率は10％〜50％程度を予定している。

(1)事業実施体制、メンバー
構成と各メンバーの役割

本事業に係る人数：6名
全体統括：代表理事1名 ／ 事業統括：理事1名 ／ 事業統括補佐・事務局長：理事１名 事務局：職員1名
PO：理事1名、職員3名（実行団体に各1名ずつ配置予定）
※4団体への支援想定で記載している。

(2)本事業のプログラム・オ
フィサーの配置予定

※資金分配団体用

人数 内訳 他事業との兼務 左記で「(兼務)予定あり」の場合、業務比率想定を記載

4



 

資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

資金分配団体
2025/04/01 2028/03/31

事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
評価関連経費

合計

申請団体
事業期間

資金分配団体

事業費

資金分配団体用

実行団体への助成

実行団体用

管理的経費

199,951,600

一般社団法人創造遺産機構（HERITA）
一般社団法人ロコノミ

10,640,000

助成金

173,183,600

160,000,000
13,183,600

2,640,000
8,000,000

16,128,000

～



 

資金計画書資料 ①助成概要

1. 事業費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 84,461,200 84,361,200 4,361,200 173,183,600
0 80,000,000 80,000,000 0 160,000,000

0 4,461,200 4,361,200 4,361,200 13,183,600

2. プログラム・オフィサー関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 5,376,000 5,376,000 5,376,000 16,128,000
0 4,800,000 4,800,000 4,800,000 14,400,000
0 576,000 576,000 576,000 1,728,000

3. 評価関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 670,000 4,780,000 5,190,000 10,640,000
0 670,000 780,000 1,190,000 2,640,000
0 0 4,000,000 4,000,000 8,000,000

4. 合計 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 90,507,200 94,517,200 14,927,200 199,951,600

実行団体への助成
－

事業費 (A)

評価関連経費 (C)
資金分配団体用

助成金計(A+B+C)

その他経費

管理的経費

プログラム・オフィサー関連経費 (B)

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等



 

資金計画書資料 ②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 100.0%

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

年度 予定額[円] 調達方法 調達確度

 

自己資金・民間資金
合計 (D)

0

説明（調達元、使途等）

助成金による補助率
(A/(A+D))





  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

事務局体制の備考

非常勤職員・従業員数［人］ 3
有給［人］ 3
無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 3
常勤職員・従業員数［人］ 0

有給［人］ 0
無給［人］ 0

理事・取締役数［人］ 7
評議員［人］ 0
監事/監査役・会計参与数［人］ 1

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 1

氏名
役職

役員数［人］ 8

代表者(2)
フリガナ

代表者(1) 氏名 澤田 伸
役職 代表理事

フリガナ サワダ シン

設立年月日 2020/05/11
法人格取得年月日 2020/06/01

電話番号 070-9195-3639

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://herita.jp

その他のWEBサイト
(SNS等)

都道府県 兵庫県
市区町村 丹波篠山市
番地等 河原町229番地3

団体情報入力シート

団体名 一般社団法人創造遺産機構（HERITA）
郵便番号 669-2325

団体種別法人格 一般社団法人 資金分配団体/活動支援団体





(12))休眠預金事業の採択実績または申請中・申請予定

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

申請中・申請予定又は採択された
事業名

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名





2023/11/2版

※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 空き家を面的に活用した分散型開発による地域再生 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 一般社団法人創造遺産機構

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第10条

公募申請時に提出 定款 第13条第1項

公募申請時に提出 - -

公募申請時に提出 定款 第13条第2項

公募申請時に提出 定款 第12条

公募申請時に提出 定款 第15条

公募申請時に提出 定款 第18条

公募申請時に提出 - -

. . .

公募申請時に提出 定款 第20条

公募申請時に提出 - -

. . .

公募申請時に提出 理事会規則 第3条第2項

公募申請時に提出 理事会規則 第4条

公募申請時に提出 - -

公募申請時に提出 理事会規則 第5条

公募申請時に提出 理事会規則 第16条

公募申請時に提出 理事会規則 第9条

公募申請時に提出 理事会規則 第13条

公募申請時に提出 理事会規則 第8条第5項

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 監事監査規程 第3条、第5〜12条

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 理事の構成に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関す
る規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 第2条

公募申請時に提出 事務局規程 第3条

公募申請時に提出 事務局規程 第4条

公募申請時に提出 事務局規程 第6条

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規定 第7条

公募申請時に提出 文書管理規定 第10条

公募申請時に提出 文書管理規定 第11条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規程 第5条

公募申請時に提出 経理規程 第9条

公募申請時に提出 経理規程 第6条、第20〜22条

公募申請時に提出 経理規程 第8条、第10〜11条

公募申請時に提出 経理規程 第21条、第24条

公募申請時に提出 経理規程 第3章

公募申請時に提出 経理規程 第37条〜43条

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に
関する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止



 
 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人創造遺産機構 定款 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



一般社団法人創造遺産機構 定款 

 
（前文） 

 平成３１年４月１日に改正文化財保護法が施行され、文化財活用の時代の幕が開いた。これま

では「文化財の文化的な価値の向上」を目的に文化財の保存修理・継承が行われてきた。今後は、

これに加えて「文化遺産（文化財を含む）の文化的意義を顕在化」して地域再生につなげること

を目的に、文化遺産の活用に取り組んでいく必要がある。 

 また、先人は現代社会に文化遺産を残したが、その現代社会は新たな文化遺産となるべきもの

を生産しているとは言えない。私達の世代にも、伝統構法の復活と普及、数百年を生きる建築や

町並みの創造等に取り組み、未来の世代のために新たな文化遺産を産み出していく責任がある。 

しかし、文化遺産を活用し、新しく創造することで地域の歴史文化を未来に継承していく事業手

法の開発そのものが緒についたばかりである。現在、こうした取り組みに見合った事業体は、日

本社会に存在しない。 

 文化遺産を巡るこうした時代の到来を踏まえ、文化遺産の活用と創造を推進する目的で、ここ

に本機構を設立する。調査し、研究し、模索し、事業展開することで、その理念と事業手法を日

本社会に埋め込んでいきたい。 

 

 

第 １ 章 総 則 
 
（名称） 

第１条  当法人は、一般社団法人創造遺産機構（通称「HERITA」）と称する。 

（主たる事務所） 

第２条  当法人は、主たる事務所を兵庫県丹波篠山市に置く。 

２ 当法人は、理事会の決議によって、従たる事務所を設置することができる。 

（目的） 

第３条  当法人は地域社会の発展に寄与することを目的とし、その目的に資するため、次に

掲げる事業を行う。 

（１）文化財建造物の所有権または利用権の取得に関する事業 

（２）文化財建造物の保存活用に関する事業 

（３）文化財建造物に見合う建造物の建設に関する事業 

（４）その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

（公告の方法） 

第４条  当法人の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によ

って電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行

う。 

 



第 ２ 章 社 員 
 
（入社） 

第５条  当法人の目的に賛同し、入社した者を社員とする。 

２ 社員となるには当法人所定の様式による申込みをし、理事会の承認を得るものとす

る。 

（退社） 

第６条  社員は、いつでも退社することができる。ただし、退社の申出は、１ヶ月以上前に

予告するものとするが、やむを得ない事由があるときは、いつでも退社することがで

きる。 

（社員の資格喪失） 

第７条  社員は、次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

（１）退社したとき 

（２）成年被後見人又は被保佐人になったとき 

（３）死亡し、若しくは失踪宣言を受け、又は解散したとき 

（４）除名されたとき 

（５）総社員の同意があったとき 

（除名） 

第８条  当法人の社員が、当法人の名誉を毀損し、若しくは当法人の目的に反する行為をし

たとき、又は社員としての義務に違反したとき等正当な理由があるときは、社員総会

の特別決議によりその社員を除名することができる。この場合は、除名した社員にそ

の旨を通知することを要する。 

（社員名簿） 

第９条  当法人は、社員の氏名又は名称及び住所を記載した社員名簿を作成し、当法人の主

たる事務所に備え置くものとする。  

２ 当法人の社員に対する通知又は催告は、社員名簿に記載した住所又は社員が当法人

に通知した居所にあてて行うものとする。 

 

第 ３ 章 社員総会 
 
（社員総会） 

第１０条  当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時社員総会は、毎事

業年度の終了後３ヶ月以内に開催し、臨時社員総会は必要に応じて開催する。 

（構成） 

第１１条  社員総会は、すべての社員をもって構成する。 

２ 社員総会における議決権は、社員１名につき１個とする。 

（権限） 

第１２条  社員総会は、次の事項について決議する。 

（１）社員の除名 



（２）理事及び監事の選任又は解任 

（３）理事及び監事の報酬等の額 

（４）貸借対照表、損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 

（５）定款の変更 

（６）解散及び残余財産の処分 

（７）その他社員総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（招集） 

第１３条  社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、理事会の決議に基づき代表

理事がこれを招集する。代表理事に事故若しくは支障があるときは、あらかじめ理事

会の定めた順位により理事がこれを招集する。 

２ 社員総会の招集通知は、会議の目的たる事項及び内容、日時並びに場所を記載した

書面により、開催日の１週間前までに通知を発しなければならない。 

３ 前項にかかわらず、社員総会は、社員全員の同意があるときは、書面又は電磁的記

録による議決権行使の場合を除き、招集手続きを経ずに開催することができる。 

（議長） 

第１４条  社員総会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故若しくは支障がある

ときは、あらかじめ理事会の定めた順位により、他の理事がこれに代わるものとする。 

（決議の方法） 

第１５条  社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員の議決権の過半数

を有する社員が出席し、出席した社員の議決権の過半数をもってこれを行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、特別決議として、総社員の半数以上であっ

て、総社員の議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行う。 

（１）会員の除名 

（２）理事及び監事の解任 

（３）定款の変更 

（４）事業の全部の譲渡 

（５）合併契約の承認 

（６）解散 

（７）その他法令で定められた事項 

（社員総会の決議の省略） 

第１６条  社員総会の決議の目的たる事項について、理事又は社員から提案があった場合にお

いて、その提案に社員の全員が書面又は電磁的記録によって同意の意思表示をしたと

きは、その提案を可決する旨の総会の決議があったものとみなす。 

２ 理事が社員の全員に対して社員総会に報告すべき事項を通知した場合において、そ

の事項を社員総会に報告することを要しないことについて、社員の全員が書面又は電

磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の社員総会への報告があった

ものとみなす。 

（議決権の代理行使） 

第１７条  社員は、当法人の社員を代理人として、議決権を行使することができる。ただし、



この場合には、社員総会ごとに代理権を証する書面を提出しなければならない。 

（社員総会議事録） 

第１８条  社員総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成し、議長及び

出席理事が記名押印又は電子署名をし、社員総会の日から１０年間主たる事務所に備

え置くものとする。 

 

第 ４ 章 役員等 
 
（役員の設置等） 

第１９条  当法人に、次の役員を置く。 

理事  ３名以上 

監事  １名以上 

２ 理事のうち、１名を代表理事とする。 

（理事の制限） 

第２０条  理事のうち、理事のいずれかの１名とその配偶者又は３親等内の親族その他特別の

関係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。 

（選任等） 

第２１条  理事及び監事は、社員総会の決議によって選任する。 

２ 代表理事は、理事会の決議によって理事の中から定める。 

（任期） 

第２２条  理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定

時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定

時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。 

４ 増員により選任された理事の任期は、他の在任理事の任期の残存期間と同一とする。 

５ 理事又は監事は、辞任又は任期満了後において、定員を欠くに至った場合には、新

たに選任された者が就任するまでは、その職務を行う権利義務を有する。 

（理事の職務） 

第２３条  理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務の執行を

決定する。 

２ 代表理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業

務を執行する。 

３ 代表理事は、毎事業年度ごとに４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行

の状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務・権限） 

第２４条  監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成

する。 



２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 

３ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければならな

い。 

（役員の解任） 

第２５条  理事又は監事は、社員総会の決議によって解任することができる。ただし、監事を

解任する場合は、総社員の半数以上であって、総社員の議決権の３分の２以上に当た

る多数をもって行わなければならない。 

（取引の制限） 

第２６条  理事が、次に掲げる取引をしようとする場合は、社員総会において、その取引につ

いて重要な事実を開示し、社員総会の承認を得なければならない。 

（１）自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 

（２）自己又は第三者のためにする当法人との取引 

（３）当法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間における当法

人とその理事との利益が相反する取引 

（責任の一部免除） 

第２７条  当法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」とい

う。）第１１４条第１項の規定により、理事又は監事が任務を怠ったことによる損害

賠償責任を、法令に規定する額を限度として、理事会の決議により免除することがで

きる。 

（報酬等） 

第２８条  理事及び監事の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受け取る財産

上の利益は、社員総会の決議によって定める。 

 

第 ５ 章 理事会 
 
（構成） 

第２９条  当法人に理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第３０条  理事会は、次の職務を行う。 

（１）当法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）代表理事の選定及び解職 

（招集） 

第３１条  理事会は代表理事が招集し、会日の５日前までに各理事及び各監事に対して招集の

通知を発するものとする。ただし、緊急の場合にはこれを短縮することができる。 

２ 代表理事が欠けたとき又は代表理事に事故があるときは、各理事が理事会を招集す

る。 



３ 理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続きを経ずに開催する

ことができる。 

（決議） 

第３２条  理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数を

もって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事が理事会の決議の目的である事項について提案をし

た場合において、当該提案につき議決に加わることができる理事の全員が書面又は電

磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたと

きを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 

（議事録） 

第３３条  理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、出席した理

事及び監事がこれに署名又は記名押印する。 

（理事会規則） 

第３４条  理事会に関する事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会において定

める理事会規則による。 

 

第 ６ 章 基 金 
 

（基金の募集） 

第３５条  当法人は、社員または第三者に対し、一般法人法第１３１条に規定する基金の拠出

に関する募集をすることができる。 

（基金の取扱い） 

第３６条  基金の募集、割当て、払込み等の手続、基金の管理及び基金の返還等の取扱いにつ

いては、理事会が別に定める基金取扱規程によるものとする。 

（基金の拠出者の権利） 

第３７条  拠出された基金は、基金拠出者と合意した期日までは返還しない。 

（基金の返還の手続き） 

第３８条  基金の拠出者に対する返還は、返還する基金の総額について定時社員総会における

決議を経た後、一般法人法第１４１条に規定する限度額の範囲内で行うものとする。 

（代替基金の積立て） 

第３９条  基金の返還を行うため、返還される基金に相当する金額を代替基金として積み立て

るものとし、これを取り崩すことはできない。 

 

第 ７ 章 計 算 
 
（事業年度） 

第４０条  当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年１期とする。 

（事業計画及び収支予算） 

第４１条  当法人の事業計画及び収支予算については、毎事業年度開始日の前日までに代表理



事が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も同様とす

る。 

２ 代表理事は、前項の事業計画及び収支予算を定時社員総会に報告するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第４２条  当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、代表理事が次の書類を

作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時社員総会に提出し、第

１号及び第２号の書類についてはその内容を報告し、第３号から第５号までの書類に

ついては承認を受けなければならない。 

(１) 事業報告 

(２) 事業報告の附属明細書 

(３) 貸借対照表 

(４) 損益計算書（正味財産増減計算書） 

(５) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

２ 前項の規定により報告され、又は承認を受けた書類のほか、監査報告を主たる事務

所に５年間備え置くとともに、定款及び社員名簿を主たる事務所に備え置くものとす

る。 

（剰余金の分配の禁止） 

第４３条  当法人の剰余金は、これを一切分配してはならない。 

（残余財産の帰属） 

第４４条  当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、当法

人と類似の事業を目的とするほかの公益法人又は国若しくは地方公共団体に贈与す

るものとする。 

 

第 ８ 章 附 則 
 
（最初の事業年度） 

第４５条  当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から令和３年３月３１日までとする。 

（設立時役員等） 

第４６条  当法人の設立時役員は、次のとおりである。 

 
設立時理事   澤田伸、村上裕道、尾瀨耕司、平宅正人、才本謙二、金野幸雄 

設立時代表理事  

澤田伸 

設立時監事   安藤幹根 

（設立時社員の氏名又は名称、住所） 

第４７条  設立時社員の氏名又は名称及び住所は、次のとおりである。 

 
 

設立時社員 澤田伸 



 

設立時社員 村上裕道 

 

設立時社員 尾瀨耕司 

 

設立時社員 平宅正人 

 

設立時社員 才本謙二 

 

設立時社員 金野幸雄 

 
（法令の準拠） 

第４８条  この定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

 

 
以上、一般社団法人創造遺産機構の設立に際し、設立時社員澤田伸 外５名の定款作成代理人

である は、電磁的記録である本定款を作成し、電子署名をする。 

 

令和２年５月１１日 

 
設立時社員 澤田 伸 

設立時社員 村上 裕道 

設立時社員 尾瀨 耕司 

設立時社員 平宅 正人 

設立時社員 才本 謙二 

設立時社員 金野 幸雄 

 

上記設立時社員の定款作成代理人    

 



理事会規則 
 

第１章 総 則 
（目的） 
第１条 この規則は、一般社団法人創造遺産機構（以下「この法人」という。）の定款第３

４条に基づき、この法人の理事会に関する事項について規定し、その適法かつ円滑適切な
運営を図ることを目的とする。 

 
（構成及び出席） 
第２条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 
２ 理事は、やむを得ない事由がある場合を除き、理事会に出席しなければならない。 
３ 監事は、やむを得ない事由がある場合を除き、理事会に出席し、必要があると認めると

きは、意見を述べなければならない。 
 

第２章 理事会の招集 
（理事会の開催） 
第３条 理事会は、通常理事会と臨時理事会の２種とする。 
２ 通常理事会は、毎事業年度に４か月を超える間隔で２回以上、開催する。 
３ 臨時理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 

（１）代表理事が必要と認めたとき 
（２）代表理事以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の

請求があったとき 
（３）代表理事以外の理事から前号の請求があった日から５日以内に、その請求があっ

た日から２週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられな
い場合に、その請求をした理事が招集したとき 

（４）監事から、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」と
いう。）第１００条に規定する場合において、必要があると認めて代表理事に招
集の請求があったとき 

（５）監事から前号の請求があった日から５日以内に、その請求のあった日から２週間
以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その
請求をした監事が招集したとき 

 
（招 集） 
第４条 理事会は代表理事（代表理事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは各理

事）が招集する。ただし、前条第３項第３号により理事が招集する場合及び同項第５号に
より監事が招集する場合はこの限りでない。 



２ 代表理事は、前条第３項第２号又は第４号の請求があった場合は、その請求があった日
から５日以内に、請求の日から２週間以内の日を理事会の日とする臨時理事会を招集し
なければならない。 

 
（招集の通知） 
第５条 理事会を招集するときは、開催日の７日前までに、各理事及び各監事に対して、会

議の日時、場所、目的である事項を記載又は記録した書面又は電磁的記録をもって通知を
発しなければならない。 

 
（招集手続の省略） 
第６条 前条の規定にかかわらず、理事会は、理事及び監事の全員の書面又は電磁的記録に

よる同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催することができる。 
 

第３章 理事会の議事 
（議 ⻑） 
第７条 理事会の議⻑は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表理事がこれに当たる。

ただし、代表理事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは出席した理事の中から
議⻑を互選する。また、代表理事が特別の利害関係を有する決議に関しても同様とする。 

 
（理事会の運営） 
第８条 理事会は、在任する理事の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 
２ 議⻑は、理事会の開会に際し、出席者数を確認しなければならない。 
３ 議⻑は、理事会の秩序を維持し、議事を整理する。 
４ 理事は、理事会の目的である事項に係る議案の内容に関し、自らが特別な利害関係を有

するおそれがあると認める場合には、当該議案の審議に先⽴ち、議⻑に申し出なければな
らない。 

５ 議⻑は、前項の申出を受け、又は、自らの判断により、理事会の目的である事項に係る
議案の内容に関し、特定の理事が特別の利害関係を有すると認めるときは、当該理事を当
該議案の審議及び決議から除くものとする。 

 
（決 議） 
第９条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数
が出席し、その過半数をもって行う。 
 
（決議の省略） 
第１０条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、その



提案につき当該事項について議決に加わることができる理事の全員が書面又は電磁的記
録により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があった
ものとみなす。ただし、監事が当該提案について異議を述べたときは、この限りではない。 

  
２ 理事は、前項に定める提案の内容に関し、自らが特別な利害関係を有するおそれがある

と認める場合には、その旨及びその理由を代表理事（代表理事において自らが特別な利害
関係を有するおそれがあると認める場合には、他の理事）に申し出るものとする。 

 
（報告の省略） 
第１１条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知し

た場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、第２０条第１
項の規定による報告については、この限りでない。 

 
（関係者の出席） 
第１２条 理事会が必要と認めるときは、議事に関係を有する者の出席を得て、その意見を

求めることができる。 
 
（議事録） 
第１３条 理事会の議事については、法令及びこの法人の定款で定めるところにより、議事

録を作成する。 
２ 議事録には、別表に掲げる場合の区分に応じ、当該別表に定める事項を記載し、出席し

た代表理事（代表理事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは出席した理事）及び
監事は、当該議事録に記名押印又は法令に従い電子署名するものとする。 

 
（議事録の配布） 
第１４条 議⻑は、欠席した理事及び監事に対して、議事録の写し及び資料を配布して、議

事の経過及びその結果を遅滞なく報告するものとする。 
 

第４章 理事会の権限 
（権 限） 
第１５条 理事会は、この法人の業務執行を決定し、理事の職務の執行を監督するとともに、

代表理事の選定若しくは解職その他法令又はこの法人の定款で定める職務を行う。 
 
（決議事項） 
第１６条 理事会が決議すべき事項は、次のとおりとする。 
（１）法令に定める事項 



イ この法人の業務執行の決定 
ロ 代表理事の選任及び解任 
ハ 重要な財産の処分及び譲受け 
ニ 多額の借財 
ホ 重要な使用人の選任及び解任 
ヘ 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 
ト 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他一般

社団法人の業務の適正を確保するために必要なものとして法令で定める体制の整備 
チ 利益相反等取引の承認 
リ 定款第４１条に規定する事業計画書、収支予算書等の承認 
ヌ 定款第４２条に規定する事業報告書、貸借対照表、損益計算書等の承認 
ル その他法令に定める事項 

（２）定款に定める事項 
イ この法人の運営に必要な規程の制定、変更及び廃止 
ロ 代表理事の選定又は解職 
ハ 定款第２７条に規定する責任の一部免除 
ニ 財産の管理及び運用 
ホ その他定款に定める事項 

（３) その他重要な業務執行に関する事項 
イ 重要な事業その他の契約の締結、解除及び変更 
ロ 重要な事業その他にかかる争訟の処理 
ハ その他この法人の規程に定める事項 
二 その他理事会が必要と認める事項 

 
（理事の取引の承認） 
第１７条 理事が利益相反等取引をしようとする場合は、次の事項を明示して理事会の承

認を得るものとする。 
（１）取引をする理由 
（２）取引の内容 
（３）取引の相手方・金額・時期・場所 
（４）取引が正当であることを示す参考資料 
（５）その他必要事項 
２ 前項の承認後、前項に示した事項について変更が生じた場合は、利益相反等取引を行う

前に理事会の承認を得るものとする。 
 
（責任の免除） 



第１８条 理事会は、その決議により、定款第２７条に基づき、理事又は監事の一般法人法 
第１１１条第１項の賠償責任について、法令の定める要件を満たす場合には、賠償責任額
から法令で定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免除することができ
る。 

２ 前項の理事の責任の免除に関する議案を理事会に提出する場合には、各監事の同意を
得なければならない。 

３ 第１項の規定に基づき、役員等の責任を免除する旨の決議を行ったときは、代表理事は、
遅滞なく一般法人法第１１３条第２項各号に掲げる事項及び責任を免除することに異議
がある場合には３か月以内に当該異議を述べるべき旨を通知しなければならない。 

 
（責任限定契約） 
第１９条 この法人は、理事会の決議により、定款第３６条第２項に基づき、理事（業務執

行理事又はこの法人の使用人でないものに限る。)又は監事との間で、前条第１項の賠償
責任について、法令の定める要件を満たす場合には、賠償責任を限定する旨の契約を締結
することができる。ただし、その契約に基づく賠償責任の限度額は、法令で定める最低責
任限度額とする。 

 
（報告事項) 
第２０条 代表理事は、毎事業年度に４か月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の

状況を理事会に報告しなければならない。 
２ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき、

又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、
遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 

３ 理事が利益相反等取引をしたときは、その取引後、遅滞なく、その取引について重要な
事実を理事会に報告しなければならない。 

 
第５章 事務局 

（事務局) 
第２１条 理事会の事務局には、事務局⻑が当たる。 
 

第６章 雑 則 
（改 廃) 
第２２条 この規則の改廃は、理事会の決議による。 
 
（附 則） 

この規則は、令和２年６月１日から施行する。 



1  

監事監査規程 

 
第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 この規程は、一般社団法人創造遺産機構（以下「この法人」という。）における監
事の監査に関する基本的な事項を定めたものであり、監事の監査は、法令及び定款に定
めるもののほかはこの規程による。 

 
（基本理念） 

第２条 監事は、この法人の機関として、理事との相互信頼の下に、公正不偏の立場で監査
を行うことにより、この法人の健全な経営と社会的信頼の向上に努め、その社会的責任
の遂行に寄与するものとする。 

 
（職 責） 

第３条 監事は、理事の職務の執行又は職員の業務の遂行を監査する。 

 
（理事等の協力） 

第４条 理事及び職員は、監事による法令、定款及びこの規程に定める業務の遂行に協力す
るものとする。 

２ 理事又は理事会は、監事の職務のために必要な体制の整備に留意する。 

 
第２章 監査の実施 

（監査の実施） 

第５条 監事は、次に掲げる監査事項について、調査、閲覧、立会、報告の聴取等により監
査を行うものとする。 

（１）起案書その他の重要な文書 

（２）重要又は特殊な取引、債権の保全又は回収及び債務の負担 

（３）定款第 26 条第 1 項各号に掲げる取引 

（４）財産の状況 

（５）経理規程第 41 条第 1 項に規定する財務諸表等（以下「財務諸表等」という。） 

（６）その他法令、定款又はこの法人の規程に定める事項 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、又はこの法人の業務及び
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財産の状況の調査をすることができる。 
 
（会議への出席） 

第６条 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければならな
い。  

２ 監事は、理事会に出席できなかった場合には、出席した理事から、その審議事項につい
て報告を受け、又は議事録、資料等の閲覧を求めるものとする。 

３ 監事は、理事会以外に開催される重要な会議に出席し、意見を述べることができる。 

 
第３章 報告、意見陳述等 

（理事会への報告等） 

第７条 監事は、理事又は職員が不正の行為をし、若しくは不正の行為をするおそれがある
と認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実がある
と認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 

２ 監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、代表理事（代表理
事に事故があるとき又は代表理事が欠けたときは各理事）に対し理事会の招集を請求す
ることができる。 

３ 前項の請求をした監事は、当該請求から 5 日以内に、当該請求があった日から 2 週間以内
の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合は、理事会を招集するこ
とができる。 

４ 監事は、理事に対し、業務の執行に当たり、この法人の業務の適正かつ合理的な運営
のため、業務の運営又はこの法人の諸制度について、意見を述べることができる。 

 
（差止請求） 

第８条 監事は、理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行
為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によってこの法人
に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、その行為の差止めを請求
することができる。 

 
（理事等からの報告への対応） 

第９条 監事は、理事又は職員から、理事又は職員が不正の行為をし、若しくは当該行為を
するおそれがある、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実が
あるとの報告を受けた場合、調査等の必要な措置を講ずるものとする。 
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（会計方針等に関する意見） 

第１０条 監事は、理事が会計方針又は計算書類及びその附属明細書の記載方法を変更する場
合には、あらかじめ変更の理由について報告するよう求めることができる。 

２ 監事は、会計方針又は計算書類及びその附属明細書の記載方法について疑義又は意見があ
るときは、理事に意見を述べなければならない。 

 
第４章 監査報告 

（財務諸表等の監査） 

第１１条 監事は、代表理事から財務諸表等及び事業報告を受領し、これらの書類について監

査する。 

 
（監査報告） 

第１２条 監事は、日常の監査を踏まえ、前条の監査を経て、法令の規定に従い、監査報

告を作成する。監事の間で異なる意見がある場合には、それぞれの意見を監査報告に記

載する。 

２ 前項の監査報告には、作成年月日を付し、監事全員が記名押印をするものとする。 ３ 

監事は前 2 項の規定により作成した監査報告を、理事に提出する。 

 
第５章 雑 則 

（改 廃） 

第１３条 この規程の改廃は、監事全員の合意により行い、理事会に報告する。 

 
附 則 

この規程は、令和２年６月１日から施行する。 



事務局規程 

 
第１章 総 則 

（目 的) 
第１条 この規程は、一般社団法人創造遺産機構（以下「この法人」という。）の事務処理の

基準その他の事務局の組織及び運営に関し必要な事項を定め、事務局における事務の適正な運
営を図ることを目的とする。 

 
第２章 組 織 

（事務局) 
第２条 事務局の所掌業務は別紙に定める。 
 

第３章 職 制 
（職員等) 
第３条 事務局には、次に掲げる職員を置く。 

（１）事務局⻑ 
（２）事務局次⻑ 
（３）専任職 

２ 事務局⻑は、前項に規定する職制のほか、必要に応じて職員の職務を設けることができ
る。 

 
第４章 職 責 

（職員の職務) 
第４条 この法人の職員の職務は次のとおりとする。 

（１）事務局⻑は、代表理事の命を受けて、事務局の事務を統括する。 
（２）事務局次⻑は、事務局⻑を補佐するものとし、事務局⻑に事故があるとき⼜は事務

局⻑が⽋けたときは、事務局次⻑がその職務を代⾏する。 
（３）各部の専任職は、事務局次⻑の命を受けて、各部の業務に従事する。 
 

（職員の任免及び職務の指定） 
第５条 職員の任免は、代表理事が⾏う。 
２ 職員の職務は、代表理事が指定する。 
 
 
 



第５章 事務処理 
（事務の決裁） 
第６条 事務に関する事項は、原則として担当者が文書によって立案し、事務局次⻑及び事務

局⻑の決裁を受けて施⾏する。ただし、重要な事務は、代表理事⼜は理事会の決裁を経なけ
ればならない。 

 
（代理決裁） 
第７条 代表理事⼜は事務局⻑が出張等により不在である場合において、特に緊急に処理しな
ければならない決裁文書は、決裁権者があらかじめ指定する者が決裁することができる。 
２ 前項の規定により代理決裁した者は、事後速やかに決裁権者に報告しなければならない。 
 
（規程外の対応） 
第８条 本規程以外の事務局に関する事項で、文書に関する事項は、別に「文書管理規程」に

定める。 
 
（細 則） 
第９条 この規程の実施に関し必要な事項は、代表理事が理事会の承認を得て、別に定めるもの

とする。 
 
（改 廃） 
第１０条 この規程の改廃は、理事会の決議による。 
 
附 則 
この規程は、令和２年 ６ 月 １ 日から施⾏する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙 所掌業務（事務局） 

所掌事務 
① 理事会及び評議員会運営 

② 資金管理、経理並びに予算策定及び管理 

③ 事務局運営における総合調整 

④ 人事及び労務 

⑤ コンプライアンス及びリスク管理関係 
⑥ 内部通報窓口 
⑦ 規程類の制定及び改廃 

⑧ 購買その他の内部システム関係 

⑨ 資金分配団体に対する監督 

⑩システム構築及び運用 

⑪ その他上記に関連する事項 
⑫ 経営戦略並びに中⻑期計画⼜は年度計画の策定及び実⾏管理 

⑬ 広報、プロモーション及び事業報告 

⑭ 国際交流 

⑮ 国内外動向調査分析提言 

⑯ その他上記に関連する事項 
 



1  

経理規程 

 
第１章 総 則 

（目 的） 
第１条 この規程は､一般社団法人創造遺産機構（以下｢この法人｣という｡）における経理処理

に関する基本を定めたものであり、財務及び会計のすべての状況を正確かつ迅速に把握し、
この法人の健全かつ能率的な運営を図ることを目的とする｡ 

 
（適用範囲） 
第２条 この規程は、この法人の経理業務のすべてについて適用する｡ 
 
（経理の原則） 
第３条 この法人の経理は、法令、定款及びこの規程の定めるところによるほか、一般に公正

妥当と認められる一般財団法人の会計の慣行に準拠して処理されなければならない｡ 
 
（会計年度） 
第４条 この法人の会計年度は、定款の定めにより、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする｡ 
 
（区分経理） 
第５条 この法人の経理は、その必要に応じ、特定の業務に係る経理とそれ以外の業務に係る

経理とを区分して行うものとする。 
２ 前条に規定する特定の業務とそれ以外の業務の双方に関連する収入及び費用については、

適正な基準によりそれぞれの業務に配分して経理するものとする。 
 
（経理責任者） 
第６条 経理責任者は、事務局⻑とする｡ただし、経理責任者に事故があるとき⼜は経理責任

者が欠けたときは、代表理事が経理責任者の職務代行者を指名することができる。 
２ 経理事務の担当者は、経理責任者の指示に従って経理事務を処理するものとする。 
 
（帳簿書類の保存･処分） 
第７条 経理に関する帳簿、伝票及び書類の保存期間は次のとおりとする｡ 

（１）財務諸表等（収支決算書を含む。） 永久 
（２）会計帳簿及び会計伝票 10 年 
（３）証憑書類 10 年 
（４）収支予算書 5 年 
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（５）その他の書類 5 年 
２ 前項の保存期間は､決算に関する通常理事会終結の翌事業年度から起算するものとする。 
３ 帳簿等を焼却その他の廃棄処分に付する場合は､事前に経理責任者の指示⼜は承認によっ

て行う｡ 
 

第２章 勘定科目及び帳簿組織 
（勘定科目の設定） 
第８条 この法人の会計においては、財務及び会計のすべての状況を正確かつ迅速に把握するた

め必要な勘定科目を設ける｡ 
２ 各勘定科目の名称は、別に定める勘定科目表による｡ 
 
（会計処理の原則） 
第９条 会計処理を行うに当たっては、特に次の原則に留意しなければならない｡ 

（１）貸借対照表における資産、負債及び正味財産並びに正味財産増減計算書における一般
正味財産及び指定正味財産についての増減内容は、それぞれその総額をもって処理
し、直接項目間の相殺を行ってはならない｡ 

（２）その他一般に公正妥当と認められる一般財団法人の会計処理の原則に準拠して行わな
ければならない｡ 

 
（会計帳簿） 
第１０条 会計帳簿は、次の掲げるとおりとする｡ 

（１）主要簿 
ア 仕訳帳    イ 総勘定元帳 

（２）補助簿 
ア 現金出納帳  イ 預金出納帳 
ウ 固定資産台帳   エ 基本財産台帳 
オ 特定資産台帳   カ 会費台帳 
キ 指定正味財産台帳 ク その他必要な勘定補助簿 

２ 仕訳帳は、会計伝票をもってこれに代える｡ 
３ 補助簿は、これを必要とする勘定科目について備え、会計伝票並びに総勘定元帳と有機的

関連のもとに作成しなければならない｡ 
 
（会計伝票） 
第１１条 取引に関する記帳整理の一切は、会計伝票により行うものとする｡ ２ 会計伝票とは、

下記の諸票を総称するものである｡ 
（１）通常の経理仕訳伝票 
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（２）コンピュータ会計における、インプットのための所定様式による会計原票 
（３）コンピュータを基幹とする情報システムの情報処理過程で作成される会計情報につ

いての諸票類のうち、会計原票と認定した諸票 
３ 会計伝票は、下記の諸表を総称するものであり、その様式は別に定める｡ 

（１）入金伝票 
（２）出金伝票 
（３）振替伝票 

４ 会計伝票は、証憑に基づいて作成し、証憑は会計伝票との関連付けが明らかとなるように
保存するものとする｡ 

５ 会計伝票及び証憑には、その取引に関係する責任者の承認を受けるものとする｡ 
６ 会計伝票には､勘定科目、取引の年月日、数量、金額、相手方等の取引の内容を簡単かつ

明瞭に記載しなければならない｡ 
 
（証 憑） 
第１２条 証憑とは、会計伝票の正当性を立証する書類をいい、次のものをいう｡ 

（１）請求書 
（２）領収書 
（３）証明書 
（４）稟議書及び上申書 
（５）検収書、納品書及び送り状 
（６）支払申請 
（７）各種計算書 
（８）契約書、覚書その他の証書 
（９）その他取引を裏付ける参考書類 

 
２ 前項に定める証憑の電磁的記録の保存をもってその書類の保存に代えることができる。 
 
（記 帳） 
第１３条 総勘定元帳は、すべて会計伝票に基づいて記帳しなければならない｡  
２ 補助簿は、会計伝票⼜はその証憑書類に基づいて記帳しなければならない｡ 
３ 毎月末において補助簿の借方、貸方の合計及び残高は、総勘定元帳の当該口座の金額と照合し、 

確認しなければならない｡ 
 
（帳簿の更新） 
第１４条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する｡ 
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第３章 収支予算 
（収支予算書の目的） 
第１５条 収支予算書は、各事業年度の事業計画の内容を明確な計数をもって表示し、かつ、

収支予算と実績との比較検討を通じて事業の円滑な運営を図ることを目的とする｡ 
 
（収支予算書の作成） 
第１６条 経理責任者は、事業計画に基づき、資金収支ベースの収支予算書の案を作成し、毎

事業年度開始の日の 45 日前までに代表理事に報告するものとする。 
２ 代表理事は、収支予算書を作成し、理事会の承認を得て確定する｡ 
 
（収支予算の執行） 
第１７条 各事業年度における費用の支出は、収支予算書に基づいて行うものとする｡ ２ 収支

予算の執行者は、代表理事とする｡ 
 
（支出予算の流用） 
第１８条 予算の執行にあたり、各科目間において相互に流用しないこととする｡ただし、代

表理事が予算の執行上必要があると認めたときは、その限りとしない｡ 
 

第４章 金 銭 
（金銭の範囲） 
第１９条 この規程において金銭とは、現金及び預金をいう｡ 
２ 現金とは、通貨、小切手、郵便為替証書、振替預金証書及び官公署の支払通知書をいう。 
３ 手形及びその他の有価証券は、金銭に準じて取扱うものとする｡ 
 
（会計責任者） 
第２０条 金銭の出納及び保管については、その責に任じる会計責任者を置かなければならない｡ 
２ 会計責任者は、経理責任者が任命する｡ 
３ 会計責任者は、金銭の保管及び出納事務を取扱わせるため、会計事務の担当者を若干名置

くことができる｡ 
 
（金銭の出納） 
第２１条 金銭の出納は、会計責任者の承認のある会計伝票に基づいて行わなければならない｡ 
 
（支払手続） 
第２２条 会計事務の担当者が金銭を支払う場合には、最終受取人からの請求書その他取引を証

する書類に基づいて、取引を担当した部署の発行した支払伝票により、会計責任者の承認を
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得て行うものとする｡ 
２ 金銭の支払いについては、最終受取人の署名のある領収証を受け取らなければならない｡

ただし、所定の領収証を受け取ることができない場合は、別に定める支払証明書をもってこ
れに代えることができる｡ 

３ 銀行振込の方法により支払いを行う場合は､前項による領収証を受け取らないことができ
る｡ 

 
（支払期日） 
第２３条 金銭の支払いは、別に定める一定日に行うものとする｡ただし、やむを得ない支払

いについてはこの限りでない｡ 
 
（手許現金） 
第２４条 会計責任者は、日々の現金による支払いに充てるため、手許現金をおくことができる｡  
２ 手許現金の額は、通常の所要額を勘案して、必要最少額にとどめるものとする｡ 
３ 小口現金は、毎月末日及び不足の都度補充を行わなければならない｡ 
４ 金銭の出納に係る責任者は、現金について毎日の現金出納終了後、その在高と帳簿残高を照

合しなければならない｡ 
５ 預貯金については、毎月 1 回預貯金の残高を証明できる書類により、その残高を帳簿残高と照

合し、経理責任者に報告しなければならない｡ 
 
（金銭の過不足） 
第２５条 金銭に過不足が生じたときは、会計責任者は遅滞なく経理責任者に報告し、その処

置については、経理責任者の指示を受けなければならない｡ 
 
（収支月計表の作成） 
第２６条 会計事務の担当者は、原則として毎月 25 日までに､前月分の現金及び預金の収支月計

表を作成して、自ら検算を行った上、会計責任者の確認を経てこれを経理責任者に提出しな
ければならない｡ 

 
第５章 財 務 

（金融機関との取引） 
第２７条 金融機関との預金取引、手形取引その他の取引を開始⼜は終了する場合は、代表理

事の承認を得て経理責任者が行う｡ 
２ 金融機関との取引は、代表理事の名をもって行う｡ 
 

第６章 固定資産 
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（固定資産の範囲） 
第２８条 この規程において､固定資産とは次の各号に掲げるものをいい、基本財産、特定資

産及びその他固定資産に区別する｡ 
（１）基本財産 

理事会が基本財産とすることを決議した財産 
（２）特定資産 

特定の目的のために使途、保有⼜は運用方法等に制約が存在する資産であり、以下に定
める資産（ただし、基本財産とされたものは除く） 
退職給付引当資産減価償却引当資産災害支援積立資産 
ソフトウェア取得積立資産次年度事業積立資産 
出資事業資産運用資金 
その他代表理事が必要と認めた資産 

（３）その他固定資産 
基本財産及び特定資産以外の資産で、耐用年数が 1 年以上で、かつ、取得価額が 10 万円以
上の資産 

 
（固定資産の取得価額） 
第２９条 固定資産の取得価額は、次の各号に掲げる額とする｡ 

（１）購入により取得した資産は、公正な取引に基づく購入価額にその付帯費用を加えた
額 

（２）自己建設⼜は製作により取得した資産は、建設⼜は製作に要した費用の額 
（３）交換により取得した資産は、交換に対して提供した資産の帳簿価額 
（４）贈与により取得した資産は、その資産の取得時の公正な評価額 

 
（固定資産の購入） 
第３０条 固定資産の購入にあたっては、理事の職務権限規程の規定に従い、代表理事の決裁

を受けなければならず、決裁を受けた起案書に見積書を添付の上、事前に代表理事に提出し
なければならない｡ 

 
（有形固定資産の改良と修繕） 
第３１条 有形固定資産の性能を向上させ、⼜は耐用年数を延⻑するために要した金額は、こ

れをその資産の価額に加算するものとする｡ 
２ 有形固定資産の原状に回復するために要した金額は修繕費とする｡ 
 
（固定資産の管理） 
第３２条 固定資産の管理責任者は、固定資産台帳を設けて、固定資産の保全状況及び移動に
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ついて所要の記録をとり、固定資産を管理しなければならない｡ 
２ 有形固定資産に移動並びに毀損⼜は滅失があった場合、固定資産の管理責任者は、代表理

事に通知し帳簿の整備を行わなければならない｡ 
３ 固定資産の管理責任者は、代表理事が任命する｡ 
 
（固定資産の登記及び付保） 
第３３条 不動産登記を必要とする固定資産は、その取得後遅滞なく登記しなければならない。

また、火災等により毀損⼜は滅失のおそれのある固定資産については、適切な価額で損害保
険を付さなければならない｡ 

 
（固定資産の売却及び担保の提供） 
第３４条 固定資産を売却するときは、法令⼜は定款の規定により理事会の承認が必要なものは

その承認を経て、固定資産の管理責任者は、文書管理規程の規定に従い、起案書に売却先、
売却見込代金その他必要事項を記載の上、代表理事の決裁を受けなければならない｡ 

２ 前項の規定は、固定資産を借入金等の担保に供する場合について準用する｡この場合において、
前項の「売却先、売却見込み代金その他必要事項」とあるのは、「担保権者、借入金の総額そ
の他必要事項」と読み替えるものとする。 

 
（減価償却） 
第３５条 固定資産の減価償却については、毎会計年度末、次の方法によりそれぞれ償却を行

う。 
（１）有形固定資産 

定率法（ただし、建物、建物附属設備及び構築物については定額法とする。） 
（２）無形固定資産定額法 

２ 毎会計年度末に行われた減価償却費は、直接法により処理するものとする｡ 
３ 減価償却資産の耐用年数は、｢減価償却資産の耐用年数等に関する省令｣（昭和 40 年大蔵省

令第 15 号）に定めるところによる｡ 
 
（現物の照合） 
第３６条 固定資産の管理責任者は、常に良好な状態において管理し、各会計年度 1 回以上は、

固定資産台帳と現物を照合し、差異がある場合は、所定の手続を経て帳簿の整備を行わなけ
ればならない｡ 

 
（決算の目的） 
第３７条 決算は、一会計期間の会計記録を整理し、財務及び会計のすべての状態を明らかに

することを目的とする｡ 



8  

（月次決算） 
第３８条 経理責任者は､毎月末に会計記録を整理し、次の書類を作成して、代表理事に提出

しなければならない｡ 
（１）合計残高試算表 
（２）正味財産増減計算書 
（３）貸借対照表 

 
（決算整理事項） 
第３９条 年度決算においては、通常の月次決算のほか、少なくとも次の事項について計算を

行うものとする｡ 
（１）減価償却費の計上 
（２）未収金、未払金、立替金、預り金、前払金、仮払金及び前受金の計上 
（３）有価証券の時価評価による損益の計上 
（４）各種引当金の計上 
（５）流動資産､固定資産の実在性の確認、評価の適否 
（６）負債の実在性と簿外負債のないことの確認 
（７）その他必要とされる事項の確認 

 
（重要な会計方針） 
第４０条 この法人の重要な会計方針は、次のとおりとする｡ 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
有価証券及び投資有価証券･･･移動平均法による原価基準を採用する｡ 

（２）固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産･･･定率法（ただし、建物、建物附属設備及び構築物については
定額法）とする。 
無形固定資産･･･定額法とする。 

（３）引当金の計上基準 
貸倒引当金･･･法人税法に定める限度額のほか、貸倒の実績率及び債権の回収可能
性を検討して計上する｡ 
退職給付引当金･･･期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上する｡賞与引当
金･･･支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上する｡ 

（４）資金の範囲 
現金預金、一時的な資金運用としての有価証券、未収金及び未払金、立替金及び
預り金、前払金及び前受け金並びに仮払金及び仮受金 

（５）消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税込処理による｡ 
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（６）リース取引の処理方法 
所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産･･･自己所有の固定資産
に適用する減価償却方法と同一の方法による｡ 
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産･･･リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法による｡ 

 
（財務諸表等） 
第４１条 経理責任者は、年度決算に必要な手続を行い、確定した年度決算に基づき、次に掲

げる財務諸表等の案を作成し、毎事業年度の終了後 2 か月以内に代表理事に報告しなければな
らない｡ 

（１）貸借対照表 
（２）損益計算書（正味財産増減計算書） 
（３）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

２ 財務諸表等（収支決算書を除く。）の様式及びその勘定科目は、一般に公正妥当と認めら
れる公益法人会計基準による。 

３ 収支予算書、収支決算書の様式及びその勘定科目は、別に定める「収支決算書の作成に関
する内規」による。 

 
（財務諸表等の確定） 
第４２条 代表理事は、前条に規定する財務諸表等を作成し、事業報告及び事業報告の附属明

細書とともに監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時社員総会に提出し、事業
報告と事業報告の附属明細書についてはその内容を報告し、前条に規定する財務諸表につい
ては承認を受けなければならない。 

 
（その他必要とされる書類） 
第４３条 経理責任者は、前条の財務諸表等のほか、正味財産増減計算書内訳表を作成し、代

表理事に報告しなければならない｡ 
 
（細 則） 
第４４条 この規程の実施に関し必要な事項は、代表理事が定める｡ 
 
（改 廃） 
第４５条 この規程の改廃は、理事会の決議による。 
 
附 則 
この規程は、令和２年６ 月 １ 日から施行する。 



1  

文書管理規程 

 
（目的） 

第１条 この規程は、事務局規程第 8 条の規定に基づき、一般社団法人創造遺産機構（以下「この法人」
という。）における文書の取扱いについて定め、事務を正確かつ効率的に処理することを目的とす
る。 

 
（定義） 

第２条 この規程において、法人文書とは、官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に頒
布又は販売することを目的として発行されるものを除く、この法人の役員又は職員が業務上取扱う
文書、図面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式、その他人の知覚によっては認識することが
できない方式で作られた記録を含む。）であって、この法人が保有しているものをいう。 

 
（事務処理の原則） 
第３条 この法人の事務は、軽微なものを除き、文書により処理するものとする。 

２ 前項の規定に基づき文書によらないことができる場合を除き、文書によらないで事務を処理したと
きは、遅滞なく当該事務の内容に応じて適切な内容の文書を作成及び保管し、事後に支障を来さな
いようにしなければならない。 

 
（取扱いの原則） 

第４条 法人文書の取扱いは、責任の所在を明らかにして正確かつ迅速に行うとともに、取扱いに係る
法人文書を常に整理し、その所在を明らかにしておかなければならない。 

 
（総括文書管理者） 

第５条 この法人に総括文書管理者 1 名を置く。 

２ 総括文書管理者は、事務局⻑とする。 
３ 総括文書管理者は、法人文書の管理に関する事務の総括を行う。 

 
（文書管理担当者） 

第６条 この法人の事務局に文書管理担当者を置く。 

２ 文書管理担当者は、事務局⻑が任免する。 
３ 文書管理担当者は、法人文書の受付、配布、回付、整理及び保存に関する事務を行う。 
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（決裁手続き） 

第７条 文書の起案は、事務局において行うものとする。 

２ 前項の規定により起案した文書（以下「起案文書」という。）は、代表理事の決裁を受けるもの
とする。 

３ 起案文書は、「伺書」の様式（別紙様式 1）を用いて決裁手続を執るものとする。 

４ 前項に定めるところにより事務局⻑以上の者の決裁を経た起案文書については、事務局において作
成する「伺書台帳」（別紙様式 2）に編綴して保管する。伺書台帳には、編綴に係る起案文書のタイ
トル、担当部署、申請月日及び決裁月日を記載する。 

 
（受信文書） 

第８条 この法人が受信した文書（以下「受信文書」という。ただし、関連する事案が軽微なものは除
く。）は、文書管理担当者において受け付けるものとし、文書管理担当者以外の者が受信文書を受
け取ったときは、速やかに文書管理担当者に回付しなければならない。 

２ 文書管理担当者は、受信文書に受付印を押印する。ただし、公文書の原本等、押印することが適当
でないものについては、適宜、受付印を押印した書類を添付する等の方法により対応する。  

３ 前項の規定により受付印を押印した受信文書については、年度ごとに一連番号を付して文書受信簿
（別紙様式 3）に登録する。 

４ 受信文書の番号は、毎年 4 月に起き、翌年 3 月 31 日に止める。 

 
（外部発信文書） 

第９条 この法人が外部に発信する文書（以下「発信文書」という。ただし、関連する事案が軽微なも
のは除く。）は、代表理事の決裁を受けて発信する。 

２ 発信文書については、原則として文書発信番号及び発信日付を記載し文書発信簿（別紙様式 4）に登録
する。 

３ 前項の規定により発信文書に記載する文書発信番号は、「HERITA」の六字及び年度ごとの一連番
号とする。 

 
（整理及び保管） 

第１０条 法人文書の整理及び保管は、この規程に別途定める場合を除き、原則として当該法人文書
に係る業務を行う部署において行う。 

 
（保存期間） 

第１１条 法人文書の保存期間は、別表の文書保存期間基準表による。ただし、関係法規により保存
期間が定められているものは、当該法規の規定に従う。 

２ 前項の保存期間は、当該法人文書の処理が完了した事業年度の翌事業年度から起算する。 
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（廃 棄） 

第１２条 保存期間を経過した法人文書は廃棄する。ただし、代表理事又は事務局⻑が引続き保存する
必要があると認めたものはこの限りではない。 

 
（改 廃） 

第１３条 この規程の改廃は、理事会の決議による。 

 
附 則 

この規程は、令和２年６月１日から施行する。 

 

 
別表 文書保存期間基準表 

保存期間 分類 文書の種類 
永久 法人 重要な承認、届出、報告書等に関する文書 

行政庁等による検査又は命令に関する文書 
理事会等の議事録 
登記に関する文書 
定款、規程等に関する文書 
重要な報告書 

財産契約 計算書類等（貸借対照表、正味財産増減計算書、事業報告、監査報
告、 
附属明細書等） 
寄附金に係る情報 
効力の永続する契約に関する文書 

人事労務 重要な人事に関する文書 
職員との協定書 
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保存期間 分類 文書の種類 
10 年 法人 行政庁等からの重要な文書 

理事会等の開催に関する文書 
専門委員会等に関する文書 
役員の就任、報酬等に関する文書 
伺書（永久とされる文書を除く） 

活動支援団体
の支援業務関
連 

活動支援団体の選定に係る文書 
活動支援団体への助成または出資に係る文書 
活動支援団体の監査に係る文書 
活動支援団体の成果評価に係る文書（成果評価に対す 
る点検・検証等に係る文書を含む） 
啓発・広報活動に係る書類 
調査・研究に係る書類 
その他活動支援団体の支援業務に係る書類 

財産契約 会計帳簿、会計伝票 
証憑書類 
満期又は解約となった契約に関する文書 

人事労務 職員の任免、報酬等に関する文書 
委嘱等による有期契約職員の名簿･履歴書等 

5 年 法人 各種委員会に関する文書 
財産契約 事業計画書、収支予算書 

資金調達、設備投資の見込書 
財産目録、役員等名簿、報酬等の支給基準 
税務に関する文書 
軽微な契約に関する文書 
会計事務に関連する軽微の資料類 

人事労務 役職員の採用・退職・賞罰に関する文書 
職員名簿、履歴書、住⺠票記載事項証明 
雇用保険被保険者資格取得等確認通知書等 
雇用保険被保険者関係届出事務等処理簿 
賃金台帳 
労働者名簿、採用・解雇・退職に関する書類 
労災保険に関する書類 
労働保険の徴収・納付等の書類 
健康保険・厚生年金保険に関する書類 
雇用保険に関する書類 

1 年 法人 業務遂行に必要なその他の軽微な文書 
住所・姓名変更届 

人事労務 出勤簿、休暇・遅刻・欠勤・早退届け 
身分証明書 
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「伺書」の様式（別紙様式 1） 

起案番号 

 
起 案 書 

 
決 裁： 

代表理事 事務局⻑ 検討者 起案者 
    

 
起 案：件 名： 
内 容： 件名につき、下記のとおりとすること 

 
記 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 
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「伺書台帳」（別紙様式２） 

記載事例 

起案日 決裁日 件名 担当部署 
X 月 X 日 X 月 X 日 賞与支給に関する件 事務局 
    
    
    
    
    
    

 
文書受信簿（別紙様式３） 

記載事例 

受信日 発信者名 文書名 宛先 受信者 
X 月 X 日 ○○事務所 請求書 ○○ ○○ 
     
     
     
     
     
     

 
文書発信簿（別紙様式４） 

記載事例 

発信日 送り先名 文書名 発信者 発信者 方法 
X 月 X 日 内閣府 「○○」公募申請書 代表理事 ○○ メール 
      
      
      
      
      
      

 







第 2 期 事業報告書 
（令和 3 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日まで） 

 
一般社団法人創造遺産機構 

 
１ 事業の成果 
 
 第 2 期を迎えた当法人は、国指定重要文化財「林家住宅」について、第 1 期に継続して主屋ほか２
棟保存修理工事を進めた。 
 
 
２ 事業の実施に関する事項 
 
（１）運営に関する事項 
 

項目 日程 
社員総会の実施 6 月 22 日 
理事会の実施 6 月 22 日、8 月 31 日 

 
 
（２）国指定重要文化財「林家住宅」に関する事項 
 

日程 内容 
4〜3 月 保存修理工事および活用整備工事 
  
  
  
  
  
  
  

 
 
３ その他に関する事項 
  

以下の地域において、歴史的建築物の保存・活用等について支援を行なった。 
 旧安田邸（宝塚市） 
  



第 3 期 事業報告書 
（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日まで） 

 
一般社団法人創造遺産機構 

 
１ 事業の成果 
 
 第 3 期を迎えた当法人は、国指定重要文化財「林家住宅」について、約 2 年間にわたる保存修理お
よび活用整備を 8 月で完了し、10 月から一般公開を開始した。 
 
 
２ 事業の実施に関する事項 
 
（１）運営に関する事項 
 

項目 日程 
社員総会の実施 6 月 14 日 
理事会の実施 5 月 8 日、6 月 14 日、9 月 24 日 

 
 
（２）国指定重要文化財「林家住宅」に関する事項 
 

日程 内容 
4〜8 月 保存修理工事および活用整備工事 
9 月 一般公開準備 
10 月 1〜7 日 一般公開 
11 月 1〜7 日 一般公開 
12 月 1〜7 日 一般公開 
1 月 1〜7 日 一般公開 
2 月 1〜7 日 一般公開 ※大雪で中止 
3 月 1〜7 日 一般公開 

 
 
３ その他に関する事項 
  

以下の地域において、歴史的建築物の保存・活用等について支援を行なった。 
 旧安田邸（宝塚市）、ユニチカ記念館（尼崎市）、旧加古川図書館（加古川市）、ニッケ社宅（加古川
市）、赤松家住宅（三田市） 



第 4 期 事業報告書 
（令和 5 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日まで） 

 
一般社団法人創造遺産機構 

 
１ 事業の成果 
 
 第 4 期を迎えた当法人は、国指定重要文化財「林家住宅」の運営において、一般公開とともにカフ
ェ営業を始めた。7 月には岡山県副市⻑会、8 月に市⻑会の開催を受け入れ、出張シェフによる飲食
提供を行なった。また、国等からの受託事業において、文化芸術の自律的運営に係る伴走型支援の調
査、実証や、事業評価のための評価指標の研究、世界遺産・富岡製糸場のレガシー形成に係る実現可
能性調査を受託するなど、当法人の目的の達成に向け、取組を進めた。 
 
２ 事業の実施に関する事項 
 
（１）運営に関する事項 
 

項目 日程 
社員総会の実施 6 月 14 日 
理事会の実施 6 月 14 日、9 月 7 日、12 月 22 日 

 
 
（２）国指定重要文化財「林家住宅」に関する事項 
 

日程 内容 
4 月 1〜7 日 一般公開 
5 月 1〜7 日 一般公開 
6 月 1〜7 日 一般公開 
7 月 1〜7 日 一般公開 
7 月 会場貸出（岡山県副市⻑会） 
8 月 1〜7 日 一般公開 
8 月 会場貸出（岡山県市⻑会） 
9 月 1〜7 日 一般公開 
10 月 1〜7 日 一般公開 
10 月 7〜8 日 宿泊モニター 
11 月 1〜7 日 一般公開 
12 月 1〜7 日 一般公開 
1 月 1〜7 日 一般公開 
2 月 1〜7 日 一般公開 



2 月 6〜7 日 視察受入 
3 月 1〜7 日 一般公開 

 
（３）国等からの受託事業について 
 

事業期間 事業名 発注先 対象地域 
7~3 月 令和５年度文化芸術の自律的運営促進事業

（１）自律的運営支援にかかる事業全体の調
整・設計業務 

きづきアーキテ
クト株式会社[文
化庁事業] 

全国 

8~3 月 令和５年度文化芸術の自律的運営促進事業
（２）伝統的建造物群保存地区・史跡、建築・
景観に対する伴走型支援業務 

文化庁 萩・浜崎（山口
県萩市）、⿊島
（石川県輪島
市）、斎宮（三重
県明和町）、九年
庵（佐賀県神埼
市）、林家住宅
（岡山県美作
市）、篠山・福住
（兵庫県丹波篠
山市）、越前和紙
の里（福井県越
前市）、備前福岡
（岡山県瀬⼾内
市） 

10〜3 月 令和５年度将来にわたって旅行者を惹きつける
地域・日本の新たなレガシー形成事業「世界遺
産富岡製糸場を核とした新たなレガシー形成事
業」 

国土交通省関東
運輸局 

群馬県富岡市 

 
 
３ その他に関する事項 
  

以下の地域において、歴史的建築物の保存・活用等について支援を行なった。 
 
 東京都目⿊区、兵庫県たつの市、福岡県八女市 




